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製品の安全性向上
❶製品安全性向上に向けた取り組み
● �当社グループは、事業・製品の特性に応じて食品衛生法や医薬
品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律（薬機法）などの法規制等に基づく管理を行い、製品の安全性
を確保しています。管理方法については、適宜見直しています。

● �また、関連法令、社内規定に基づき、当社グループ製品の品
質・安全性情報を開示、製品への表示・ラベリングを実施して
います。

● �2022年度より、製品安全と品質保証に関するミニマムスタン
ダード（守るべき最低限の基準）に基づく製品リスク管理規程
を主要グループ会社で策定し、運用しています。

● �食品関連については、さまざまな食品安全関連の法規制やマ
ネジメントシステム・規格にのっとった管理を実施し、必要に
応じてFSSC22000等の認証を取得 P51しています。

● �当社グループで生産している食品・食品添加物の製造・品質
管理について、消費者が求める管理水準との乖離を調査しま
した。グループ全体で守るべき管理レベルを定めたガイドラ
インを作成中です。

❷�食品用器具・容器包装のポジティブリスト制度への
対応

● �当社グループの食品用器具および容器包装（合成樹脂製）は、
食品衛生法で定められた合成樹脂対象のポジティブリスト制
度（安全性を評価した物質のみを使用可能とする制度、以下
PL制度）に適合しています。

● �将来的には紙・板紙もPL制度の対象となる見込みであり、製
紙業界で検討中の自主基準の改定案が固まりつつあります。
当社では業界自主基準の改定に備え、社内ガイドラインを
2024年度に改定しましたが、自主基準改定案に合わせて社
内ガイドラインの再改定を検討しています。

製品安全に関する理念と基本方針P74
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リスクマネジメント委員会

製品リスク委員会もしくは相当する組織 

● �日本製紙グループの製品安全に関する活動は、SX推進本部
長を委員長とする「日本製紙グループ製品リスク委員会」が統
括しています。

● �当社グループは、国内外の法規制等を順守し、事業・製品の特
性に応じた管理手法により製品安全の確保に努めています。

● �2025年度は、リスクマネジメント委員会を通じて、当社グ
ループでの製品リスク管理強化の取り組み状況等について
取締役会に報告しました。

※ �日本製紙、日本製紙クレシア、日本製紙パピリア、国永紙業、ジーエーシー、日本製袋、共栄
製袋、日本製紙木材、日本紙通商、フローリック、Opal社、十條サーマル社、サイアム・ニッ
ポン・インダストリアル・ペーパー社、日本ダイナウェーブパッケージング社、秋田十條化成

（2026年6月末時点）

製品の安定供給・安全性向上
お客さまに関わる責任

基本的な方針

推進体制

目標と実績

取り組み

取り組むテーマ 目標 2025年度の主な実績

製品の安定供給

製品安全と品質管理

安定生産への取り組み、自然災害への対応（BCP強化） ・�天災や万一の生産トラブルに備える体制構築を推進
・操業安定化を目的に原動・原質部門を中心とした老朽化対策を実施

安定輸送の確保、物流問題への対応 ・�物流効率化法（2025年4月施行）に基づき、
物流効率化に向けてドライバーの荷待ち待機時間削減対策を実施

サプライチェーンとの連携•共存共栄 ・取適法対応の徹底、パートナーシップ構築宣言の更新

製品安全マネジメント体制の充実 ・当社紙・板紙工場における管理レベルの再評価および各工場の管理状況調査
・品質不正防止研修、e-ラーニングの実施
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● �古紙パルプ配合率、森林認証、間伐材利用などのお客さまか
らのご要望に応えるため、それぞれの管理システムを確立し
ています。
・本社では、対象銘柄の特定、証明書発行等の手順を制定し、
手順に従って運用
・工場では、環境マネジメントシステムISO14001等に組み
込んで生産手順を管理
・内部監査・第三者監査で上記の運用状況を確認、必要に応
じて各部門で管理手順の見直しを実施　

❸パッケージ事業における取り組み（日本製紙）

　当社紙パック営業本部では、生産拠点である日本製紙リキッ
ドパッケージプロダクトの各事業所において、品質・技術支援
（随時）や現地品質会議・製品安全衛生監査（各年１回）を実施
しています。

❹製品事故発生状況
　当社グループにおける2025年度の「製品事故」「重大製品事
故」※の発生件数は0件でした。
※ �消費生活用製品安全法第2条第5項および第6項に定める「製品事故」「重大製品事故」

製品の安定供給・安全性向上

品質管理
❶グループ会社や事業における共通の取り組み
● �製品の特徴に合わせた品質管理体制を構築し、必要に応じて
品質マネジメントの国際規格であるISO9001の認証を取得

P51しています。

● �製品不具合が発生しないような管理体制を整備し、万が一不
具合が発生した場合の対応も準備しています。

● �それぞれの管理体制は必要に応じ、適宜見直しています。

● �グループ製品リスク委員会で各社での製品リスク管理の運用
状況を確認しています。

❷紙・板紙事業における取り組み（日本製紙）

● �各営業部門に技術担当者を配置し、お客さまのご要望を直接
聞き取っています。

● �生産、営業、技術の各部門をつなぐ社内データベース等を活
用し、品質管理に関わる担当者全員で必要な情報を共有して
います。

● �リスクマネジメント統括部は、品質管理部門によって行われる
上記の運用状況を監査、適切に運用されていることを確認し
ています。

● �製品不具合発生に備え、以下の取り組みを実施しています。
・不具合発生時の連絡体制の整備、必要に応じて対策組織の
立ち上げ
・トレーサビリティの確保
・主要製品の生産物賠償責任保険（PL保険）への加入
・同様の不具合回避のための水平展開の実施

製品の安定供給
● �お客さまへ必要な時に必要な量を供給できるよう、原材料を
安定確保し、計画的に生産設備を整備・更新しています。

● ��営業部門と生産部門の連携による、フレキシブルで無駄のな
い生産計画の策定と在庫管理を行っています。

● �大規模災害や感染症等により通常の業務遂行が困難になっ
た場合を想定し、BCM（事業継続マネジメント）規程に基づき
各部門でBCP（事業継続計画）を策定し、必要に応じて見直し
ています。

従業員への教育
● �近年、多くの企業で品質不正・品質不祥事が発覚し、大きな
社会問題となっていることを受け、e-ラーニングによる品質不
正防止研修 P69を実施しました。今後も継続的な研修を実施
する予定です。

● �「日本製紙グループ製品リスク委員会」の中で、年２回製品安
全に関する教育を実施しています。

● �化学物質管理を中心とした法規制の最新動向を、技術担当者
等で共有し、担当者全体のレベルアップを図っています。

地震等災害に対する体制整備（日本製紙）

新聞用紙については、災害やその他事由により供給が
困難になった場合、日本製紙連合会新聞用紙委員会が
策定した「非常事態対策要綱」に従って加盟各社共同で
円滑な供給を維持する体制を備えています。

「e-無線巡回®」の開発・導入
（日本製紙、日本製紙ユニテック、桜井） 

「e-無線巡回®」は当社グループが独自に開発した設備監
視システムです。従来の設備異常予兆は人が生産現場を
巡回して異常を発見する方法が中心でしたが、「e-無線巡
回®」では稼働中の機械装置の温度・振動加速度データを
無線で収集し、グラフデータで傾向を監視することがで
きます。これは、設備トラブルによる突発停止を未然に防
ぎ、操業の安定化に寄与するほか、現場作業員の負担低
減により、労働力不足の解消にも貢献します。当社の国内
全工場への導入を進めているほか、大手自動車会社、繊
維会社など、グループ外での採用も広がっています。また、
タイでも無線認証を取得、販売を開始しています。

事 例


